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                ᅗ 3 㢧ୡ代 6൨年のᆅ⌫環境ኚ化 

 

この間ᆅ⌫のẼ は 1910年から 1940年㡭まで㯮Ⅼᩘが増えてኴ㝧活動が活発になって、上᪼して行っ

たが、1940 年から 1970 年にかけては㯮Ⅼᩘが減少し、それにつれてẼ も低ୗして行った。このこと

は、ᆅ⌫のẼ は二㓟化Ⅳ⣲の増ຍとは関ಀなく、ኴ㝧活動を┤᥋ᫎしてኚ化していることを♧して

いる。また、1991年にࣇィリࣆンの࣎ࢶࢼࣆⅆ山が大ᄇⅆし、ᆅ⌫のẼ が 2年間ど上がらなかった。

このことは二㓟化Ⅳ⣲⃰ᗘが増ຍしても、Ẽ が上がらないことを♧している。これら୕つの現象は二

㓟化Ⅳ⣲がᆅ⌫の ᬮ化に┤᥋影響していないことを♧すものといえる。 

㸳㸬࣐グ࣐活動とẼೃኚ動 
 ᅗ 3からもう一つุることは、石Ⅳ⣖から୕␚⣖にかけて✵Ẽ中の㓟⣲が現ᅾの 21㸣にẚ 5も多

い 35㸣を㉸えていたことである。このことはそれ௨๓のࢩルル⣖、デ࣎ン⣖、石Ⅳ⣖๓༙の高 、高二

㓟化Ⅳ⣲⃰ᗘのᜨまれた環境で᳜≀のග合ᡂがᴟめて活発となり、多㔞の᳜≀が⦾ⱱ、それがᇙもれて

石Ⅳᒙをᙧᡂした。それにకい᳜≀のග合ᡂが生ࡳ出す㓟⣲の増ຍにకい、動≀の⦾Ṫも᪲┒となり、

ᕧ大なトン࣎が㣕ࡧ交い、ᜍ❳が㜏ṌするᜨまれたẼೃ環境となった。 

ᅗ 3の㢧ୡ代のẼ のኚ化はおよそ一൨年వりの周ᮇで㉳こっていることがࢃかる。これはᆅ⌫の࣐

グ࣐活動の周ᮇ的ኚ化と関連がある。ᆅୗの࣐グ࣐がスーパープルー࣒として上᪼し、㉸大㝣に྿き上

がり、ⅆ山活動が活発となって㉸大㝣の分をᘬき㉳こすと、Ẽ が上᪼し、対にコールドプルー࣒

が࣐ントルにỿࡳ㎸ࡴと、大㝣が集まって㉸大㝣をᙧᡂし、ᐮ෭なịἙᮇがゼれる。ᆅ⌫はこのような

㉸大㝣の分とᙧᡂを⧞り㏉してきた。6 ൨年௨๓の全⌫結時代はࢦンドワࢼ大㝣のᙧᡂにకうịἙ

ᮇであり、その㉸大㝣が༡ኴᖹὒスーパープルー࣒で分し、いࢃゆる生≀のカンࣈリア⇿発を⤒て、

生≀の大㐍化が㐍ࢇだ。3 ൨年๓๓ᚋには石Ⅳ⣖から࣌ル࣒⣖にかけてパンࢤア大㝣がᙧᡂされ、ࡧ

ịἙᮇとなった。この㉸大㝣はアࣇリカスーパープルー࣒の上᪼で分し、日に⮳っている。1.5 ൨

年๓の白ள⣖は༡ኴᖹὒスーパープルー࣒で ᬮであったが、3000 年๓㡭からᐮ෭化が始まり、200

年๓から本᱁的なịἙᮇにධり、日に⮳っている。現ᅾはᖾ㐠にもその間ịᮇにあるので、 ᬮな

᮰の間をா受している。一年వり続いた間ịᮇはどなく⤊↉を㏄え、あと 10 年は続くとᛮࢃれ

るịἙᮇにᖐするᑍ๓にある。特に石ἜᯤῬᑍ๓の、これからの本᱁的なịἙᮇにഛえて最もᛴが

原子ຊが最も࣒ならないのは、十分なエネルギー౪給యไの確保であろう。それにはやはりトリウࡤࡡ

᭷ຊなೃ⿵であるとᛮࢃれる。 

1) ῝井᭷、「Ẽೃኚ動とエネルギーၥ題」中公新書 2120 (2007) 

2) Heinberg R.,The Party’s Over̺Oil, War and the Fate of Industrial Societies, Clairview Books 
(2003) 

㸰㹆㸯㸱 

特チの発明者情報にᇶ࡙く産学連携の分析 

 

 
 （ーガࢦ）本㞞㸪ⰱ⏣大（ி㒔ᕤⱁ⧄⥔大学）㸪୰ᮧோஓۑ

 

 

 
㸯㸬イントࣟࣙࢩࢡࢲン 

イࣀベーࣙࢩンにおける大学への期ᚅは大きい。2011 年 8 ᭶の第 4 期の⛉学ᢏ術ィ⏬でも、「産ᐁ学

の「知」のネࢵト࣡ーࢡᙉ」は一つのᰕであり、また 2012 年 6 ᭶に文㒊⛉学┬から発表された大学

ᨵ㠉実行プランにおいても産学ᐁ連携の᥎進がㅻわれている。 

大学の「知」の♫への㈉⊩のᣦᶆの一つである特チについては、1999 年 10 ᭶ 1 ᪥の᪥本∧バイ㸻

ーࣝ法（産ᴗ活ຊ生特ูᥐ⨨法ࢻ 30 ᮲）の施行以㝆、大学からの出㢪がᛴ㏿に増加している。この

ことが大学の研究活動がᇶ♏研究から特チྲྀ得につながる応用研究へとᛴ㏿に㌿されたことを示す

と考えるのは᪩ィであろう。᪥本⥲合研究所[1]は、「ಶู的ネࢵト࣡ー࢟ンࢢによる「㠀ዎ⣙ᆺ」の「ಶ

ே的連携」から、知的㈈産本㒊や TLO 等の大学としての⤌⧊的対応によるయ⣔的かつ効率的な産学ᐁ連

携産学連携య制のᵓ⠏による「ዎ⣙ᆺ」の「⤌⧊的連携」への㌿が進められてきた」とᣦしている。 

この「ಶே的連携」による産学連携のᢕᥱは、それが㠀බᘧであるがࡺえにᅔ㞴である。㠀බᘧの産

学連携の成果について、その成果にᇶ࡙く特チにおいて出㢪ேはᴗのࡳ、発明者にそれに༠ຊした大

学ᩍဨの名前を記㍕するという事が知られている。しかし、特チの᭩ㄅ情報における発明者のఫ所の

記㍕は、所ᒓが記㍕されている場合、いない場合があり、また所ᒓᶵ関ではなく、ಶேのఫ所になって

いる場合もあり、発明に関わった大学ᩍဨを㆑ูすることは⡆༢ではない。このため Motohashi & 

Muramatsu [2]は、ᴗが出㢪した特チで、その発明者にᴗ所ᒓのものとಶேఫ所のものの方が含

まれている特チを、産学ඹ同発明特チと᥎定し、ᶆ本をᢳ出して分析を行っている。その結果、「2000

年以㝆、ᨻ策の影響をཷけて産学連携特チの数が増えているが、そのᢏ術的౯値の低下は見られず、大

学ᢏ術の♫㑏ඖというᨻ策┠ᶆは㐩成されていることが分かった。」としている。 

 本稿は、所ᒓが明らかとなっていない発明者をᅜ❧情報学研究所の⛉学研究㈝助成事ᴗデータベース 

(kaken.cii.nii.ac.jp)（以下「⛉研㈝データベース」と⛠する）との照合で明らかにすることで、よ

り正確にᴗ等が出㢪した特チで発明者が大学ᩍဨであるものを特定し、「ಶே的連携」による㠀බᘧ

な産学連携をᢕᥱ、分析することをヨࡳる。 

 

㸰㸬データのస成方法

（㸯）データࢯース 

1983 年から 2011 年までに出㢪されたබ開特チデータ 1(969  8066 件)を用いたデータベースをస成

し、それをデータࢯースとした。分析については 1986-2009年までのデータを対象とした。ణし、被引

用数については出㢪してからの期間が短いとᴟ➃に少なくなるため、ここでは 2005 年までの数字を用

いている。 

表㸯㸬発明者ఫ所ෆの所ᒓにᇶ࡙く㆑ู結果 

⥲数 እᅜఫ所 所属なし
Ꮫ 䛭の

のべ発明者数（人） 21,520,157 215,861 16,105,554 3,127,654 2,071,088
䝅䜵䜰 100.00% 1.00% 74.84% 14.53% 9.62%

所属᭷䜚

 
 

（㸰）発明者ఫ所データからの所ᒓの㆑ู 

まず、特チබ報の発明者の「ఫ所またはᒃఫ情報」に含まれる所ᒓᶵ関名から当ヱ発明者の所ᒓを㆑

ูするసᴗを行った。その結果を表㸯に示す。このసᴗにより、のべ 2152 157名の発明者に対して、

                                                   
1 1983 年から 2004 年度第 12 ᅇまでのබ開特チデータ全てと、2004 年度第 13 ᅇから 2011 年のබ開特チデータについ

てྛ出㢪␒ྕのうち᭦᪂᪥が᭱᪂のものについて㘓。 
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⣙ 76%分の所ᒓが㆑ูされた。大学に所ᒓする発明者ののべே数は 21 5861名で全యの⣙ 1%に相当し

た。 

 

（㸱）⛉研㈝データベースとの照合 

ḟに（㸰）のసᴗでは所ᒓが㆑ูされなかった 207  1088 名に対し、⛉研㈝データベースへ当ヱ発

明者の名前を全一⮴によって照合し、その所ᒓを᥎定した。その結果、所ᒓ明者の⣙㸵％にあたる

14  3019 名分の所ᒓが明らかとなった。ణし、⛉研㈝データベースは⛉研㈝のཷ⤥があった期間の情

報しかᥖ㍕されていない。⌧時点では、出㢪が⛉研㈝のཷ⤥があった時期に行われたࢣースについての

所ᒓᶵ関を㆑ูしている。このため、24ࡳ  7780 名分が名前については一⮴しているものの期間一

⮴のために㆑ูされておらず、その解Ỵは今後のㄢ㢟である 2。 

 

表㸰㸬⛉研㈝データベースによる㆑ู結果 

照合対象
（所属なし）

のべ発明者数（人） 2,071,088 143,019
判明率 6.91%

科研費DBによ
る所属判明

 
 

㸱㸬結果 

（㸯）大学関連特チの᥎⛣ 

ձ大学が༢⊂で出㢪した特チ（大学出㢪特チ）とղ大学がᴗその他のᶵ関とඹ同で出㢪した特チ（産

学出㢪特チ）およびճᴗその他のᶵ関が出㢪し、発明者に大学ᩍဨが含まれている特チ（産学連携（㠀

බᘧ）特チ）を合わせたものを大学関連特チとࡪこととする。 

ඛにも述べた通り、大学関連特チは、᪥本∧バイ㸻ࢻーࣝ法が施行された 1999年 10᭶以㝆にᛴ増し

ており、その増加の୰ᚰは大学出㢪特チ、産学出㢪特チである。産学連携（㠀බᘧ）特チについては、

2003 年までは増加していたが、その後、ῶ少に㌿じている。大学関連特チの特チ全యに対するẚ率は

2004 年以㝆しており、「ಶே的連携から⤌⧊的連携へ」というᨻ策が実⌧していることが定量的に

明らかとなったといえる。 

 
図㸯㸬大学関連特チの᥎⛣（出㢪数） 

 

（㸰）大学関連特チの質 

 特チについては量だけではなく、質を考慮する必要がある。質をホ౯するᣦᶆについては様ࠎなもの

                                                   
2 ㄗ差と考えられる大学༢⊂出㢪で所ᒓ明の発明者が発明した特チのẚ率は 11%ᙉに相当している。 
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 特チについては量だけではなく、質を考慮する必要がある。質をホ౯するᣦᶆについては様ࠎなもの

                                                   
2 ㄗ差と考えられる大学༢⊂出㢪で所ᒓ明の発明者が発明した特チのẚ率は 11%ᙉに相当している。 

があるが、そのうち௦表的なᣦᶆであるⓏ㘓率、ㄳ求㡯数、被引用数について大学関連特チの特徴を分

析する。また、上述した通り、᪥本∧バイ࣭ࢻーࣝ法が施行された 1999 年以前と以後で大きく産学連

携のありようがኚわっていると考えられるため、その前後でのኚにもὀ┠した。 

 表 3に大学関連特チのⓏ㘓率を示す。全య平均とẚ㍑すると、産学連携（㠀බᘧ）特チのⓏ㘓率がᴫ

高く、産学出㢪特チのⓏ㘓率は低い。また大学出㢪特チはࡡ 1999 年までは㠀ᖖに高かったが、2000 年

以㝆ᛴ㏿に低下し、全య平均を下ᅇっている。 

 表㸲に大学関連特チの平均ㄳ求㡯数を示す。全期間を通じて見ると、大学出㢪特チと産学出㢪特チの

ㄳ求㡯数は全య平均とẚべて高い。ణし、期間ูに見るとそれほどの違いは見られず、この違いは大学

出㢪特チと産学出㢪特チが 2000 年以㝆にᛴ増した影響と考えられる 3。 

 

表㸱㸬大学関連特チのⓏ㘓率       表㸲㸬大学関連特チの一件当たりㄳ求㡯数 

䤊旁䘖 ⏷⇢ 大学出願 産学出願
産学連携
（非公
式）

嵚㻑檔㟿 ⏷⇢ 大学出願 産学出願
産学連携
（非公
式）

1986-2009 30.4% 27.1% 21.5% 38.3% 1986-2009 5.71 8.29 8.46 5.92
1986-1999 33.1% 64.2% 31.2% 42.1% 1986-1999 3.86 4.68 6.33 4.11
2000-2009 26.9% 24.5% 20.3% 34.1% 2000-2009 8.11 8.53 8.73 7.94  
 

表 5に大学関連特チの平均被引用数を示す。また表㸴には全య平均を㸯とした場合のẚ率を示す。こ

れらを見ると、産学連携（㠀බᘧ）特チの被引用数は一㈏して全య平均よりも高く、一方、産学出㢪特

チの被引用数は一㈏して全య平均よりも低い。大学出㢪特チについては、1999年までは全య平均よりも

10%程度高いが、2000 年以㝆の大学出㢪特チのᛴ増期には 6程度に低下している。 

 

表㸳㸬大学関連特チの一件当たり被引用数  表㸴㸬大学関連特チの被引用数の全య平均に対するẚ率 

嬺ㆤ䞷㟿 ⏷⇢ 大学出願 産学出願
産学連携
（非公
式）

嬺ㆤ䞷㟿
ቑ㹣䘖

⏷⇢ 大学出願 産学出願
産学連携
（非公
式）

1986-2005 0.89 0.44 0.47 0.92 1986-2005 1.00 0.49 0.53 1.03
1986-1999 1.06 1.17 0.74 1.14 1986-1999 1.00 1.10 0.70 1.08
2000-2005 0.54 0.32 0.37 0.60 2000-2005 1.00 0.60 0.69 1.11  
 

（㸱）ᢏ術㡿ᇦูの分析 

ᢏ術㡿ᇦによってᢏ術ࢯースの重要性が異なることがᣦされている(Tidd and Trewhella[3])。そ

の影響が大学関連特チにも反映される可能性を考慮して、ᢏ術㡿ᇦูでの分析をヨࡳた。ここでのᢏ術

㡿ᇦの༊分は IPCのࣙࢩࢡࢭンを用いている。 

 

表㸵㸬ᢏ術㡿ᇦูの特チ出㢪数の全య平均に対するẚ率 
大学出願 A B C D E F G H
1986-2009 1.38 1.73 0.06 0.81 0.96 0.40 1.23 0.84
1986-1999 1.33 1.56 0.07 1.08 0.98 0.44 1.09 1.15
2000-2009 1.21 1.79 0.06 0.96 1.03 0.39 1.25 0.80

産学出願 A B C D E F G H
1986-2009 1.53 1.71 0.09 1.55 1.05 0.44 0.98 0.99
1986-1999 1.63 1.56 0.09 2.07 1.03 0.47 1.00 1.05
2000-2009 1.33 1.78 0.10 1.80 1.14 0.43 0.99 0.96

産学連携（非公式） A B C D E F G H
1986-2009 1.64 2.08 0.09 1.90 1.04 0.44 0.91 0.68
1986-1999 1.91 2.20 0.10 1.80 0.97 0.44 0.83 0.61
2000-2009 1.38 1.96 0.09 2.13 1.14 0.43 1.01 0.75  

                                                   
3 ㄳ求㡯に関する制度ኚ᭦が 1988 年に行われ、その後平均ㄳ求㡯数はᚎࠎに増加している。 
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まずᢏ術㡿ᇦูの出㢪数について全య平均とのẚ率を表 7に示す。大学関連特チ全యで見ると、ࢡࢭ

ンࣙࢩ A（生活必㟂ရ）、B（ฎ理᧯స、㐠㍺）、D（⧄⥔、⣬）が全య平均にẚべて高く、ࣙࢩࢡࢭン C

（学、෬金）、F（ᶵᲔᕤ学、照明、加⇕、Ṋჾ、⇿◚）のẚ率が低い。大学出㢪、産学出㢪、産学連

携（㠀බᘧ）出㢪の間に大きな違いは見られない。 

大学関連特チの質に関しては、ᢏ術㡿ᇦูに見ても、全యでの傾向とあまりኚわりはない。産学連携

（㠀බᘧ）特チの被引用数は、ほとࢇどのᢏ術㡿ᇦで全య平均を上ᅇっているのに対して、産学出㢪特

チはすべてのᢏ術㡿ᇦで全య平均を下ᅇり、大学出㢪特チについては 1999 年以前は相対的に被引用数

が高かったが、2000 年以㝆低下している。 

 

表㸶㸬ᢏ術㡿ᇦูの大学関連特チ一件当たり被引用数の全య平均に対するẚ率 
大学出願 A B C D E F G H
1986-2005 0.37 0.49 0.38 0.70 0.64 0.49 0.52 0.66
1986-1999 0.88 1.11 0.98 1.35 1.11 0.83 1.26 1.22
2000-2005 0.51 0.63 0.47 0.94 0.85 0.66 0.60 0.74

産学出願 A B C D E F G H
1986-2005 0.44 0.61 0.47 0.37 0.75 0.47 0.57 0.57
1986-1999 0.14 0.13 0.13 0.21 0.24 0.19 0.17 0.19
2000-2005 0.53 0.99 0.73 0.83 0.78 0.74 0.64 0.67

産学連携（非公式）A B C D E F G H
1986-2005 0.87 1.23 0.87 1.36 1.31 1.15 1.01 1.25
1986-1999 0.88 1.25 0.87 1.30 1.35 1.21 1.09 1.36
2000-2005 0.90 1.40 1.02 1.97 1.33 1.19 1.01 1.32  

 

㸲㸬考察 

以上の分析から、産学連携に関して「ಶே的連携から⤌⧊的連携へ」というイࣀベーࣙࢩンࢩステ࣒

のኚ᭦が 2000 年以㝆、ᛴ㏿に進行していることが明らかとなった。一方で、特チの質の面から見ると

ಶே的連携にᇶ࡙く産学連携の質は相対的に高く、⤌⧊的連携にᇶ࡙く産学連携の質は低かったことが

明らかとなった。また大学༢⊂で出㢪した特チについては、その数がᛴ増するにつれて質がᛴ㏿に低下

したことが明らかとなった。このことは、大学等のಖ有特チの利用率は全特チのほ༙ࡰ分程度にとどま

り、その向上がㄢ㢟となっているが、特チの所有ᶒのྲྀりᢅい等の制度上のᨵၿではなく、ᢏ術的な質

の向上を図ることが第一に必要であることを示唆している。 

これらの結果を見ると、⌧時点において、「ಶே的連携から⤌⧊的連携へ」というᨻ策的なイࣀベー

ンへの㈉⊩という意では、効果的な「ಶே的連携」ࣙࢩベーࣀのኚ᭦は、少なくともイ࣒ステࢩンࣙࢩ

を効果が相対的に低い「⤌⧊的連携」にࢩフトさせた結果に⤊わっているとゝえる。 

今後は「ಶே的連携」と「⤌⧊的連携」との間に、研究の⏬࣭㐙行上どのような差違があり、それ

がこの特チの質の差につながっているのかを明らかにすることが求められる。 

 

ㅰ㎡ 

特チデータベースの利用をᢎㅙいただいたᅜ❧⎔ቃ研究所にㅰ意を表します。 

なお、本研究は JSPS ⛉研㈝ 23530468の助成によるものです。 
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